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２Ｆ１７ 

地域イノベーションシステムにおける国立大学： 

共同研究を介した産学官連携ネットワークの可視化 

 
○細野光章（科学技術政策研究所／東京工業大学），中山保夫（科学技術政策研究所）， 

小林信一（筑波大学） 

 

 
1． はじめに 

地域イノベーションの創出のために、産学官連携による研究開発のネットワーク化もしくはクラスタ

ー化の必要性が説かれ、その中核として地域の大学への期待が高まっている。他方で、日本全体の研究

資金配分を「選択と集中」することが議論され、地域の中小規模大学のあり方が問われるようになって

きている。すなわち、世界的な研究競争に勝ち抜くために、研究資金を広く分散するのではなく、競争

的な方式で一部に集中する方向にシフトしようとする動きである。 

日本におけるこのような研究資金配分の「選択と集中」の議論の背景には、米国における研究資金配

分に関する通念があるように思われる。その通念とは、米国の研究費助成は、連邦政府によって、研究

の卓越性に基づき、研究大学を中心に行われているというものである。しかしながら、この通念が妥当

なものであるのか、十分に吟味してから議論を進める必要があるように思われる。 

図 1.1 に連邦政府の研究費助成を受けている大学数の推移を示したが、確かに米国において連邦の研

究費助成は、研究大学を中心に配分されているものの、研究大学以外にもその裾野が広がってきている。

また、米国には、研究活動の低調な州を対象に研究費助成を行う EPSCOR(Experimental Program to 

Stimulate Competitive Research Program)のようなプログラムがあり、また、卓越性に拠らない研究

資金配分制度として、議会が配分先を指定して研究資金配分を行う Earmark（図 1.2）がある。Earmark 

は 2000 年前後に急拡大を遂げている。 

                                                                          

図 1.1 

                                    米国・連邦政府の研究 

助成資金を受けている大学

数推移 

（NSF のデータより作

成） 

 

 

 

 

                 

                                    図 1.2 

                                    Earmark の推移(百万$）  

                                                                       (J.D.Savage、AAAS の資

料をもとに作成） 

 

                                     

 

 

 

 

また、将来のための研究基盤整備においては、博士号授与公立大学に対し、多額の州・地方政府によ

る資金投入が行われている（小林、2004）このように、米国の大学への研究資金に関する通念は必ずし

も十分に検証されないまま、日本における研究資金配分の議論が進められているように思われる。 
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2． 地域イノベーションにおける国立大学 

先に見たように米国の研究費助成が、連邦政府によって、研究の卓越性に基づき、研究大学に配分さ

れていると言う通念は必ずしも妥当ではなく、多様な研究費助成が行われ、州・地方政府もその役割を

果たしている。翻って、日本において研究費助成の「選択と集中」の議論の中で、その取り巻く環境の

厳しさが増すと考えられる地方国立大学のあり方を考えてみたい。 

確かに米国の州政府と日本の都道府県の役割は異なっており、地方国立大学の研究基盤形成のための

支援は困難であろう。また、国土の広さの違いから、産学官連携等に基づくイノベーションの創出にあ

たり、民間企業等が大学の研究資源にアクセスする上で、その地理的近接性などを考慮する必要がない

かもしれない。 

 しかしながら、日本ではどこにある企業でも、日本中どこの大学の研究資源も利用可能なのであろう

か。本報告では、日本における研究費助成の「選択と集中」の議論のたたき台となることを期待し、国

立大学における「民間等との共同研究」（以後、「共同研究」という。）のデータベース（中山ら、2006）

を利用し、日本における民間企業等の国立大学へのアクセシビリティを共同研究の実績をもとに、分析

した結果と可視化したネットワーク図を報告する。 

 図 2.1 は、1983 年から 2002 年度までの全共同研究を対象に、ある都道府県に所在する民間企業等が

同一の地方または都道府県の大学を相手先として実施した割合ごとに都道府県数を示したものである。

共同研究先大学が同一都道府県内の割合が 10％以下の県は福島と神奈川、10％超 20％以下は滋賀、奈

良、大阪、兵庫、埼玉、20％超 30％以下は東京、千葉である。このうち、福島県は県内国立大学の福島

大学に理工系学部がなく、また、それ以外の都府県は首都圏または近畿圏であり、同一都道府県にとど

まらず周辺の道府県に研究相手先を求めることが容易であることが推測できる。一方、岩手、鹿児島、

秋田、徳島、北海道、島根に所在する企業の場合、共同研究相手先の 90％以上が同一同県内の大学であ

る。 

図 2.1 

企業の共同研究相手先大学の所在地

割合別の都道府県数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 

企業の共同研究相手先大学 

の所在地割合の推移 

（東京を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2.2 は、東京に所在する企業等を除いて、企業等の共同研究相手先大学の所在地割合を示したもの

である。同一都道府県内の共同研究の件数の割合は 40％超で推移しており、同一県内での連携に頼らざ

るを得ない企業等が存在していることを意味している。 

 このように、日本においては産学官連携等に基づくイノベーションの創出において、地域の民間企
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業等が大学の研究資源にアクセスする場合、その地理的近接性、言い換えれば、都道府県のような地域

性を無視することができないのである。イノベーションの時代において国や地方自治体の公的セクター

は、すべての国民、企業が均しく知的基盤にアクセスできる条件を提供する役割を担っており、国立大

学法人は国の代理として、それを実現すべき立場にある。上記の分析結果は、そのような知的基盤の提

供が一部の大規模国立大学のみで実現できるものではなく、地方の中小規模国立大学にも責任があるこ

とを示している。 

 

3． 共同研究の地域内連携とそのネットワーク 

日本においては産学官連携等に基づくイノベーションの創出において、地域の民間企業等が大学の研

究資源にアクセスする場合、都道府県のような地域性を無視することができないが、地域によりそのあ

り方が異なっていることが推測される。日本を北海道、東北（青森、茨城、山形、宮城、福島）、北関

東（茨城、栃木、群馬、新潟、長野）、南関東（埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨）、中部（富山、石川、

岐阜、静岡、愛知、三重）、近畿（福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）、中国・四国（鳥取、

島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、高知、愛媛）、九州・沖縄（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、

宮崎、鹿児島、沖縄）の 8地域に区分し、各地域における地域内連携比率（当該地域に所在する大学と

民間企業等との連携比率）及び同一都道府県内比率（当該都道府県に所在する大学と民間企業等との連

携比率）を分析した。ここでは、東北及び九州地方を取り上げる（図 3.1）。 

 

図 3.1 地域内連携比率の推移 （左：東北、右：九州・沖縄） 
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 東北、九州・沖縄地方ともに、1990 年前後までは共同研究件数が相対的に少ないこともあり、同一地

域内連携及び同一都道府県内連携比率も変動が激しいが、1990 年代に入り安定する。公的機関を含む民

間企業等との連携比率では両地域共に 90％前後で推移しているのに対し、民間企業のみとの連携比率を

みると、東北地方では 75％前後、九州・沖縄地方では 60％前後で推移している。すなわち、地域間連

携において、東北地方では公的機関の役割が高く、地域的連携と言っても地域により特色があることが

分かる。 

 次に、東北、九州・沖縄地方を対象に、2002 年度に当該地域に所在する民間企業等が共同研究を介し

て形成したネットワークを、ネットワーク分析ソフト Pajek を用いて可視化したのが、図 3.2 である。 

東北地域では、（財）いわて産業振興センター、（財）さんりく基金（財）、２１あおもり産業総合支援

センターなどの公的セクターがネットワークのハブとなっている、一方、九州・沖縄地方では九州電力

がハブとなっている。また、両地域共に、大規模大学である東北大学、九州大学の存在感は相対的に薄

い。 

 このように共同研究を介した産学官の地域間連携率はかなり高く、また、地域により各地域において

仲介者的な役割を担っている機関も異なることが明らかになった。これは、地域イノベーションの推進

において地域の民間企業の国立大学という知識基盤へのアクセスに限定性があり、加えて、一部地域で

は公的機関という推進機能が必要であることを示している。この結果は、研究資金配分の「選択と集中」

という議論に一石を投げかけるものであり、このような実証データを用いた議論が進められることが望

まれる。 
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図 3.2 特定地域の民間企業等により形成された共同研究ネットワーク（上：東北、下：九州・沖縄） 

 

 
4． まとめと今後の課題 

現在、日本において進められている研究資金配分の「選択と集中」の議論は、米国大学に対する通念

に基づいていると思われるが、米国においては必ずしも卓越性のみで行われているわけではなく、多様

性が確保されている。また、日本においては、地域の知識基盤という役割を地域の大学が担っており、

イノベーション推進のために「選択と集中」を進めることが適切か否か、再検討する必要がある。 

今後の研究においては、地域連携を行っているアクターへのインタビュー調査等を行い、現場から地

域連携のあり方の検証を行う予定である。 
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